
経済の活性化［林業・木材産業の振興］
事 業 名 及 び そ の 内 容

1 　販路拡大に向けた取組戦略

⑴　県産材利用拡大方策の検討

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

奈良の木利用拡大検
討委員会運営事業

県実施

県産材の利用拡大に向けた施策の検討及び取組のフォローアップ
　奈良の木ＰＲ戦略検討ワーキンググループ会議の開催
　　長期的な展望を見据えた具体的なＰＲ方法等を検討
負担区分　国／1 2 ・県／1 2

1，221
（2，031）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

⑵　建築物への県産材利用の拡大

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

建築物木造木質化推
進事業

県 ･ 市町村 ･ 民間実施

県産材による公共建築物の木造化・内装等木質化整備に対し補助
　実施主体　市町村、社会福祉法人
負担区分　国（基金）／1 2 ・実施主体／1 2 、国／15

100・実施主体／85
100

（一部森林整備加速化・林業再生基金活用事業）
○新 製材の日本農林規格（ＪＡＳ）認定の取得講習会を開催
負担区分　県／10

10 

93，452
（237，990）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

新規用途導入促進事
業（緑の産業再生プ
ロジェクト事業）

民間実施

地域の特性に応じた新技術の開発に対し補助
　実施主体　民間事業体
負担区分　国（基金）／1 2 ・実施主体／1 2 
（森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

5，000
（162，500）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

奈良の木づかい推進
事業

民間実施

地域認証材や県産材を活用した住宅の新築・リフォーム等に対し
補助
　地域認証材（対象　県内）
　　補助額
　　　構造材　 5 ㎥以上150千円　内装材　20㎡以上100千円
　　補助戸数　　80戸
　県産材（対象　県内及び県外）
　　補助額
　　　構造材　 5 ㎥以上100千円　内装材　20㎡以上 50千円
　　補助戸数　140戸
負担区分　県／10

10 

24，000
（176，341）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

新たな県産木材製品
開発事業

県実施

大手ハウスメーカーや工務店等の県産材利用に係るニーズと、奈
良県森林技術センターが有する技術シーズとのマッチングによる
新たな木材製品の開発
負担区分　県／10

10

1，495
（1，826）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

奈良県産材住宅普及
推進事業

民間実施

住宅への県産材利用を促進するため、「奈良の木」マーケティン
グ協議会が実施する県産材取扱事業者と工務店との連携体制の構
築・強化及び県産材住宅相談活動に対し補助
負担区分　民間負担分を除き県／10

10

5，640
（6，233）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

奈良の木人材養成事
業

県実施

建築を学ぶ学生を対象に県産材の魅力・特長や歴史的な木造建築
技術などの講義を行う「奈良の木大学」を開講
　時期　平成28年 8 月（予定）
県内の高校生を対象に林業・木材産業の講義を行う「奈良の木を
考える高校生熱中講座」を開催                              
　時期　平成28年 8 月（予定）
大工や設計士、住宅販売営業担当者等に奈良の木の特長・利用方
法・メンテナンス方法等を詳しく習得する場を提供し、住宅への
奈良の木利用を積極的に提案できる「奈良の木の匠」を養成
　時期　平成28年 6 月（予定）
負担区分　国／1 2 ・県／1 2

6，821
（5，909）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

千円

千円

27年度については、平成27年度 6 月補正後予算と平成26年度 2 月補正予算（当初提案）の合計額
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経済の活性化［林業・木材産業の振興］
事 業 名 及 び そ の 内 容

1 　販路拡大に向けた取組戦略

⑴　県産材利用拡大方策の検討

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

奈良の木利用拡大検
討委員会運営事業

県実施

県産材の利用拡大に向けた施策の検討及び取組のフォローアップ
　奈良の木ＰＲ戦略検討ワーキンググループ会議の開催
　　長期的な展望を見据えた具体的なＰＲ方法等を検討
負担区分　国／1 2 ・県／1 2

1，221
（2，031）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

⑵　建築物への県産材利用の拡大

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

建築物木造木質化推
進事業

県 ･ 市町村 ･ 民間実施

県産材による公共建築物の木造化・内装等木質化整備に対し補助
　実施主体　市町村、社会福祉法人
負担区分　国（基金）／1 2 ・実施主体／1 2 、国／15

100・実施主体／85
100

（一部森林整備加速化・林業再生基金活用事業）
○新 製材の日本農林規格（ＪＡＳ）認定の取得講習会を開催
負担区分　県／10

10 

93，452
（237，990）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

新規用途導入促進事
業（緑の産業再生プ
ロジェクト事業）

民間実施

地域の特性に応じた新技術の開発に対し補助
　実施主体　民間事業体
負担区分　国（基金）／1 2 ・実施主体／1 2 
（森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

5，000
（162，500）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

奈良の木づかい推進
事業

民間実施

地域認証材や県産材を活用した住宅の新築・リフォーム等に対し
補助
　地域認証材（対象　県内）
　　補助額
　　　構造材　 5 ㎥以上150千円　内装材　20㎡以上100千円
　　補助戸数　　80戸
　県産材（対象　県内及び県外）
　　補助額
　　　構造材　 5 ㎥以上100千円　内装材　20㎡以上 50千円
　　補助戸数　140戸
負担区分　県／10

10 

24，000
（176，341）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

新たな県産木材製品
開発事業

県実施

大手ハウスメーカーや工務店等の県産材利用に係るニーズと、奈
良県森林技術センターが有する技術シーズとのマッチングによる
新たな木材製品の開発
負担区分　県／10

10

1，495
（1，826）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

奈良県産材住宅普及
推進事業

民間実施

住宅への県産材利用を促進するため、「奈良の木」マーケティン
グ協議会が実施する県産材取扱事業者と工務店との連携体制の構
築・強化及び県産材住宅相談活動に対し補助
負担区分　民間負担分を除き県／10

10

5，640
（6，233）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

奈良の木人材養成事
業

県実施

建築を学ぶ学生を対象に県産材の魅力・特長や歴史的な木造建築
技術などの講義を行う「奈良の木大学」を開講
　時期　平成28年 8 月（予定）
県内の高校生を対象に林業・木材産業の講義を行う「奈良の木を
考える高校生熱中講座」を開催                              
　時期　平成28年 8 月（予定）
大工や設計士、住宅販売営業担当者等に奈良の木の特長・利用方
法・メンテナンス方法等を詳しく習得する場を提供し、住宅への
奈良の木利用を積極的に提案できる「奈良の木の匠」を養成
　時期　平成28年 6 月（予定）
負担区分　国／1 2 ・県／1 2

6，821
（5，909）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

千円

千円

事 業 名 及 び そ の 内 容

⑶　くらしの道具・家具・土産物等への県産材利用の推進

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

奈良の木づかい研究
事業

県実施

県産材について、特色を活かした利用促進や新たな用途への活用
に資する研究を実施
　県産スギ材を用いたバイオリン製作
負担区分　県／10

10

3，968
（1，119）

農 林 部 
林業振興課

奈良県産材活用贈り
物開発事業

県実施

県産材を用いた贈り物の開発及び商品化 
　プロジェクトチームによるデザイン開発及び試作品の製作
負担区分　国／1 2・県／1 2

4，010
（3，713）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

○新 県産材家具の導入
支援事業

市町村実施

県内の公共建築物で多数の利用者・視察者が見込まれる施設にお
いて、県産材家具の導入を行う市町村に対し補助
　補助上限　2，500千円／施設
負担区分　県／1 2 ・市町村／1 2

2，500
（   −   ）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

森林環境教育推進事
業
　［森林環境保全］

県・市町村実施

県産材を使用した使いやすい学習机等の県立中学校への導入  　
負担区分　県／10

10

県産材を使用した使いやすい学習机等を導入する市町村に対し補
助                                               
負担区分　県／1 2 ・市町村／1 2

県産間伐材を使用したイベント用木製品の製作　　　 
負担区分　県／10

10

県産材を使用した積み木を新生児に配付する市町村に対し補助
○新 県産材を使用した木の玉プールを公共施設に導入する市町村に
対し補助
○新 中学校の技術家庭科の教材として奈良県産スギ、ヒノキを活用
する市町村に対し補助
負担区分　県／1 2 ・市町村／1 2

8，166
（10，797）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

⑷　県産材の販路開拓・流通拡大支援

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

林業改善資金貸付事
業（特別会計）

県実施

経営改善を図るために生産施設・設備の導入等を行う林業者等に
対する資金の貸付け
負担区分　県／10

10

101，400
（101，400）

農 林 部 
林業振興課

○新 奈良の木ＰＲ戦略
推進事業

県実施

インターネットを主軸とした奈良の木のＰＲ
　奈良の木に関する情報を集約したポータルサイトの開発
　奈良県産材のＰＲ動画の制作
負担区分　国／10

10

2 月補正 
9，600

（   −   ）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

県産材首都圏販路拡
大事業

県実施

首都圏の商業施設や住宅等への新たな販路の開拓
　知事トップセールス等のＰＲ活動の実施
　○新 東京オリンピック・パラリンピック関連施設等での県産材使
　用に向けた売り込み等                      
　○新 家に関する大規模な展覧会「ＨＯＵＳＥ　ＶＩＳＩＯＮ
　２０１６」での県産材ＰＲの実施（早稲田大学との連携事業）
　首都圏の木材市場での市場調査、県産材ＰＲの実施
負担区分　国／10

10              

2 月補正
24，500

（13，160）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

県産材海外販路拡大
事業 （再掲）

県・民間実施

海外で開催される大規模な見本市において、県産材のＰＲを行う
事業者に対し補助
　補助上限　500千円／回
負担区分　国／1 2 ・実施主体／1 2      
○新 海外の木材業界及び木材輸出の実情に精通した専門家や国内商
社等からの情報収集
○新 木材輸出に特化した海外販路開拓セミナーの開催
負担区分　国／10

10

2 月補正
4，780

（4，600）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

千円

千円
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事 業 名 及 び そ の 内 容

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

奈良の木づかい運動
推進事業

県・民間実施

10月を「奈良の木づかい運動推進月間」として、奈良の木の魅力
を幅広くＰＲ
　月間のスタートを告げるキックオフイベントの開催
負担区分　国／1 2 ・県／1 2

○新 寄付型クラウドファンディングを活用した奈良の木のＰＲ
負担区分　民間／10

10

6，200
（7，090）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

奈良の木ツーリズム
推進事業

県実施

奈良の森林散策・製材工場見学等のツアーを開催
奈良らしい森林ツーリズム検討会議の開催
　森林ツーリズムの効果検証及びあり方検討等
負担区分　国／1 2 ・県／1 2

2，660
（2，330）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

○新 「奈良の木で健康
になる」実証事業

            県実施

県産材のもつ健康増進効果の検証及びＰＲにより、需要を拡大
　抗菌性等に関する試験・研究の実施
負担区分　国／1 2 ・県／1 2  

2，766
（   −   ）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

木材産業競争力強化
事業

　　　　　　県実施

需給コーディネート機能の構築
　県産材需給調整会議の運営等
Ａ・Ｂ・Ｃ材毎の木材流通拡大の支援
　大規模工場安定取引会議、集成材ラミナ製造推進会議、木材乾
　燥技術研修会の開催等
負担区分　国／1 2 ・県／1 2

1，140
（1，930）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

○新 産直住宅強化支援
事業

      県・民間実施

産直住宅を軸にした縦型事業協同組合の取組を支援
　 素材生産者からエンドユーザーまでを繋ぐコーディネーターの

配置に対し補助
　　実施主体　十津川村森林組合
　負担区分　国／1 4 ・県／1 4 ・実施主体／1 2

　産直住宅強化推進会議の開催
　負担区分　国／1 2 ・県／1 2        

3，027
（   −   ）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

木材加工流通施設等
整備事業（緑の産業
再生プロジェクト事
業）

民間実施

県産材を取り扱う製材工場等が行う加工施設や乾燥機等の整備に
対し補助
　実施主体　 3 事業体
　整備内容　木材乾燥機、モルダー等
負担区分　国（基金）／1 2 ・実施主体／1 2

（森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

36，662
（273，097）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

○新 合板・製材生産性
強化対策事業

 

      県・民間実施

林業関係者と県が共同で策定する「体質強化計画」に基づき、生
産性向上を図る合板・製材工場等の施設整備を支援
　「体質強化計画」の策定
　負担区分　国／10

10

　木材加工流通施設等の整備に対し補助
　　実施主体　 4 事業体
　負担区分　国／1 2 ・実施主体／1 2   

561，600
（    −    ）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

⑸　木質バイオマスエネルギーの利活用の推進

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

木質バイオマス実証
実験事業

　　　　　　県実施

再生可能エネルギーとしての木質バイオマスの利用推進に向けた
実証実験の実施
　原料木材搬出及びペレット製造の低コスト化の検証等
負担区分　国／1 2 ・県／1 2  

18，541
（14，523）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

木質バイオマス利用
施設等整備事業（緑
の産業再生プロジェ
クト事業）
　市町村・民間実施

木質バイオマス加工利用施設等の整備に対し補助
　実施主体　 8 事業体
　整備内容　ペレタイザー、ペレットボイラー等
負担区分　国（基金）／1 2 ・実施主体／1 2

（森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

238，425
（194，909）

農 林 部 
奈 良 の 木 
ブランド課

千円

千円
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事 業 名 及 び そ の 内 容

2 　県産材の安定供給

⑴　奈良型作業道等による木材生産の拡大

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

奈良県木材生産推進
事業

民間実施

第 1 種木材生産林において、長期間使用できる壊れにくい作業道
の重点開設等による木材生産拡大への取組に対し補助

種　　別 負担区分

奈良型作業道重点開設 国51％・県30％～ 37％・
実施主体19％～ 12％

木材生産強化（利用間伐） 国51％・県17％・実施主体32％

森林施業プランナー育成 国／1 2・県／1 2

林業機械導入 国45％・実施主体55％

林業機械レンタル 県／1 2・実施主体／1 2

架線集材施設設置支援 県／1 2・実施主体 ／1 2

当初
323，237

2 月補正
44，000

（392，540）

農 林 部
林業振興課

⑵　「木材生産林」の整備推進

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

木材生産林育成整備
事業

　市町村・民間実施

第 2 種木材生産林における計画的な森林整備に対し補助
負担区分　国51％・県17％・実施主体32％

当初
    256，636

2 月補正
　　33，400
   （265，150）

農 林 部 
林業振興課

森林整備地域活動支
援事業

民間実施

市町村長との協定に基づき計画的に集約化施業等を行う森林所有
者等に対し、国の制度と連動し、交付金を交付
負担区分　国（基金）／1 2 ・県／1 4 ・市町村／1 4

（森林整備地域活動支援基金活用事業）

     51，780 
    （71，128）

農 林 部 
林業振興課

県産材生産促進事業

市町村・民間実施

間伐材等の搬出・利用に積極的に取り組む林業事業体・森林組合
等を支援する市町村に対し補助
　補助単価　2，000円／㎥
負担区分　県／10

10

　　 40，000
    （40，800）

農 林 部 
林業振興課

県有林造成事業

            県実施

県行造林 1 経営区（白川又山）の保育事業等
　保育 3 ha
負担区分　国／1 2 ・県／1 2 、県／10

10

分収育林地の立木販売及び育林負担者への分収等    
負担区分　県 ／10

10

13，986
    （48，989）

農 林 部 
林業振興課

全国植樹祭記念分収
造林事業

県実施

全国植樹祭記念分収造林 2 団地の保育事業等
　保育 6 ha
負担区分　国／1 2 ・県／1 2 、県／10

10

2，432
（5，305）

農 林 部 
林業振興課

施業提案体制整備事
業

県実施

森林所有者の意欲低下のため木材生産が行われていない地域にお
いて、「儲かる林業」の施業プランを森林所有者に提案するとと
もに、意欲ある素材生産業者とのマッチングを実施
負担区分　国／1 2 ・県／1 2

      4，323
     （5，587）

農 林 部 
林業振興課

千円

千円
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事 業 名 及 び そ の 内 容

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

○新 素材生産力強化推
進事業

　　　　　民間実施

素材生産力の強化を図る事業者の取組を支援
　 より効率的な素材生産が可能な作業システムの実践にかかる経

費に対し補助
負担区分　県／1 2 ・実施主体／1 2  

  3，740
     （   −   ）

農 林 部 
林業振興課

市町村森林所有者情
報整備事業

        市町村実施

森林施業の集約化や路網整備に必要な森林所有者情報を把握・利
活用するため、情報機器の整備に対し補助
　実施主体　 3 市町村
負担区分　国／1 2 ・市町村／1 2

      1，485
   （2，100）

農 林 部 
林業振興課

3 　森林環境の保全と活用

⑴　「環境保全林」の整備・保全推進

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

森林環境保全基金造
成事業
　　　　　　県実施

森林環境税を森林の環境保全及び森林を全ての県民で守り育てる
意識の醸成に関する施策の費用に充てるための基金の積立て
負担区分　県／10

10

358，507
 （357，036）

農 林 部 
森林整備課

森林病害虫等防除事
業

　市町村・民間実施

県営松くい虫防除事業
　伐倒駆除事業 170㎥
　薬剤樹幹注入 90本
歴史的風土形成松保護事業
　薬剤樹幹注入 229本
負担区分　県／1 2 ・実施主体／1 2 、県／10

10

      5，344
     （5，344）

農 林 部 
森林整備課

施業放置林解消活動
推進事業
　［森林環境保全］

　　　　　　県実施

施業放置林を調査し、森林所有者に対して森林整備に活用できる
制度の紹介や森林の公益的機能についての普及啓発を実施
　実施場所　十津川村外22市町村
負担区分　県／10

10

     10，000
    （10，000）

農 林 部 
森林整備課

施業放置林整備事業
　［森林環境保全］

　　　　　　県実施

森林の公益的機能の増進を図るため、施業放置林について強度の
間伐等を実施
　実施場所 十津川村外22市町村
　事 業 量  720ha
負担区分　県／10

10

    269，200
（297，100）

農 林 部 
森林整備課

森林環境教育推進事
業
　［森林環境保全］

　　　県・民間実施

指導者養成セミナーの開催、体験学習の実施
人材・フィールド支援、副読本の配布
奈良県山の日・川の日の普及啓発　ほか
負担区分　県／1 2 ・実施主体／1 2 、県／10

10

      8，488 
（14，021）

農 林 部 
森林整備課

里山づくり推進事業
（地域で育む里山づ
くり事業）
　［森林環境保全］

　　　　市町村実施

ＮＰＯやボランティア団体等の協力を得ながら、放置され荒廃し
た里山の景観や機能を回復
　実施主体　生駒市外 9 市町村
負担区分　県／10

10   

      5，300
     （5，300）

農 林 部 
森林整備課

ポスト「全国豊かな
海づくり大会」イベ
ント開催事業
 （再掲）
　　　県・民間実施

「全国豊かな海づくり大会～やまと～」の理念を継承するととも
に、国で制定された「山の日」の周知を図るため、山と川の恵み
に感謝する心を育むイベントを開催
　時期　平成28年 8 月（予定）
負担区分　国／1 2 ・県／1 2

      5，600
（6，660）

農 林 部 
森林整備課

千円

千円
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事 業 名 及 び そ の 内 容

⑵　森林環境管理制度の導入検討

事 業 名 事　 　　業　　 　内　 　　容
28 年 度

（27 年 度）
担当部局
・課室名

森林環境管理制度導
入検討事業
　［森林環境保全］

　　　　　　県実施

森林の公益的機能や生物多様性の保全等に着目した、効率的で持
続可能な森林環境管理制度の導入を検討
　森林環境管理制度導入検討委員会の開催
　欧州先進地（スイス・ベルン州）との交流促進
　　森林管理に関するサマースクールへの派遣
負担区分　県／10

10

      5，989 
     （5，298）

農 林 部 
森林整備課

千円
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